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C h a i r m a n ’ s  C o l u m n

当社の二酸化炭素排出量算定プロセ
スとは

リスキリングが注目されています。先日新聞を見てお

りますとワーケーションならぬラーケーションなる言

葉が登場しておりました。つまり学びの場所を変えて

集中的に学びなおす機会の創出のようです。

私は、どうせ勉強をやるなら実務家としては、資格試

験や成果がわかりやすいものが良いと思います。当社

(ASA)は会計事務所が母体なので、例えば簿記検定な

どは良いと思います。漠然と何かを勉強するのも良い

ですが1級や2級などあるほうが説明もできますし、な

によりも励みにもなります。

個人的に気になっておりますのは、やはり環境エネル

ギー・脱炭素経営の分野です。

IFRS財団の傘下、ISSBの影響を受けて、金融庁でも有

価証券報告書内にサプライチェーン全体の温室効果ガ

ス排出量に関する情報開示が検討されています。対象

は時価総額3兆円以上の東証プライム上場企業で時期は

2027年3月もしくは2028年3月と言われています（日経

ビジネス2024.4.22号）。

当社は時価総額3兆円以上の上場企業でもないので、関

係ないと思われる方もいらっしゃるかと思いますが、

温室効果ガス排出量計算過程の「スコープ3」といって、

サプライチェーンの川上川下に位置しますとデータ提

供を求められる結果になり、プレッシャーとなるのは

間違いない状況が予想されます。

普段仕事をしておりますと、海外のお客様のほうが

カーボンニュートラルや二酸化炭素排出量削減に関す

る意識は高く、情報提供や問い合わせも多いです。

ASA自体の二酸化炭素排出量のことや関連のサービス

メニューについてお問い合わせをいただいております。

米国では新大統領にトランプ氏が就任すると状況がま

た変わるとも言われております。しかし現状ではこの

流れは留まることを知らず、カーボンニュートラル達

成のためのロードマップ作成について説明責任が求め

られそうです。

まずは、当社として年間二酸化炭素排出量算定が必要

だと思います。会計事務所なので消費財を生産したり

するわけではないですが、スコープ3に記載があるよう

な、出張や紙の廃棄など計算に多大な影響がありそう

な項目もあります。例えば関西方面に出張するとして、

新幹線なのか飛行機なのか、または車なのか船なのか

で数値が違ってきます。その情報を集約すべき仕組み

が必要です。

飛行機より新幹線利用の方が排出量は少ないです。普

通は部署ごとで手配するので、経理的には金額くらい

しかわからないケースも多数かと思います。そうなる

と社内プロセス自体の見直しも必要です。

従来の開示プロセスに加え、この非財務情報の開示も

避けて通れません。

環境エネルギー・脱炭素経営の分野に詳しくなり、な

んちゃってでも良いのでESG人材になるのが当面の目

標です。

代表取締役会長 松澤 和浩
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不 動 産 マ ー ケ ッ ト 情 報

J-REITに至る道（一個人の観点から）

現在、J-REITの時価総額は15兆円、銘柄数は58と、

ピーク時の18兆円（2021年）、64銘柄（2020年）か

らは若干下がっているものの、確固とした巨大市場と

なっています。

私は1990年代を銀行で勤務したのですが、証券化部門

が新設され、そこに配属されました。当時まだ証券化

と言えば米国の見様見真似の売掛債権やローン債権の

証券化で、オリジネーターの主要な動機はオフバラン

スでした。米国のやり方を日本にローカライズするた

めに、大手弁護士事務所や会計事務所と議論し、ケイ

マンの慈善信託とSPCを使った証券化を実行したので

すが、後に国内SPCや信託を利用したローカルスキー

ムが開発されました。同じ部署では、やはり米国由来

のプロジェクトファイナンスや船舶ファイナンス、航

空機のレバレッジドリース等、SPCを利用したスキー

ム開発が盛んに行われていた時代でした。

その後、銀行業界の不良債権問題が表面化し、今度は

取引先企業ではなく銀行自体のニーズから、担保不動

産の証券化（通称「飛ばし」スキーム）が開発されま

した。当初は信託とSPCを利用したスキームでしたが、

無期の不動産アセットに５年といった有期のデットを

吻合するもので、どうしてもリファイナンスの問題が

発生しました。

そこで、それまで誰も注目しなかった商法上の匿名組

合の仕組みを利用したエクイティ投資のTK-YK（YK = 

有限会社：現在は GK = 合同会社）スキームが開発さ

れたのですが、当時は今のように外資等のプライベー

トエクイティ投資家がおらず、国内企業は軒並み不良

債権で疲弊していたため、誰がTK出資するのか、とい

う問題が残りました。当時私の部署では不動産証券化

という課題を背負っていて、個人的には「日本経済再

生のためには上場REITを導入するしかない」と確信し

ていたのですが、残念ながら銀行には上場エクイティ

を扱うノウハウはありませんでした。

そうこうするうちに、ある日銀行の合併が発表され、

それを機にヘッドハンターの動きが活発化し、先輩達

が次々と外資系企業に転職していきました。その時す

でに業界はJ-REITの設立に向け動き始め、私はそれを

横目で見ていたのですが、私の元にも「今度外資系証

券会社が日本でREITを設立するので、やってみません

か？」との誘いがあり、合併に伴う政治で疲れ果てて

いた私は、思い切って誘いに乗る決心をしました。

実はこれからという時にいきなりアメリカ同時多発テ

ロ事件が起き、株式市場が壊滅的打撃を受けるなど、

市場的にも個人のキャリア的にもその後の道は決して

平坦ではありませんでした（その後何年かしてREITの

世界からは離脱することになりました）が、20年と少

しが経ち、当時思い描いていた未来がこうして実現し

ているのを見るのは、とても感慨深いです。

ファンドサービス部 平井 茂
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M o n t h l y  T o p i c

ASAリートパートナーズ設立

2024年4月23日に株式会社ASAリートパートナーズを

設立致しました。運用会社におけるミドルバック業務

（ライセンスに関わらない業務）、一般事務（会計、

納税事務）を業務範囲としております。

2023年6月に青山綜合会計事務所内にてREIT準備室と

して、会計業務・納税事務などの一般事務はもちろん

のこと、昨今の業界全体において枯渇しているリソー

スを我々がフルサポートしたいという想いから活動を

開始し、この度、新会社設立に至りました。現在、当

社にはリート運用会社や不動産関連会社の経験がある

メンバーが複数名在籍しております。

2023年は私募リートが10法人ほど設立され、2024年も

設立が続いており、今後さらにリソースが枯渇してい

くであろうことが懸念されます。当社としましては、

我々のリソースを各運用会社に共有していただくこと

で、運用会社の皆様には運用業務に注力頂ける環境を

ご提供いたします。また、ライセンスに関わらない管

理業務をお任せ頂くことによって、業界標準を作成し、

業務を平準化する取り組みも進めていきたいと考えて

おります。

ASAグループ一丸となって、サービスを提供して参り

ますので、これからも変わらぬご指導ご鞭撻のほどよ

ろしくお願い申し上げます。

ASAリートパートナーズ 清水 健一

6月4日発行の日刊不動産経済通信に、ASAリート
パートナーズの記事が掲載されました。

本紙5頁 

ASA、リート資産運用支援会社を設立

参考：
不動産経済研究所

I n f o r m a t i o n

https://www.fudousankeizai.co.jp/
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会 計 税 務 ト ピ ッ ク

外形標準課税制度の改正について

令和6年税制改正において、意図的に減資を実施した

り、持株会社化・分社化に際し子会社資本金を1億円

以下に設定したりすることで、外形標準課税を回避す

る行為に対応するため、外形標準課税の適用対象企業

の判断基準が以下のように変更されています。

(表1)

改正前（施行日（令和7年4月1日）前の開始事業年度まで） 改正後（施行日以後開始事業年度から）

以下の法人は外形標準課税の対象となる。

①当該事業年度末の資本金が１億円超の法人

以下の法人は外形標準課税の対象となる。

①当該事業年度末の資本金が１億円超の法人

②以下の要件をすべて充たす法人(※1)

・前事業年度末の資本金が１億円超の法人

・当該事業年度末の資本金が１億円以下の法人

・当該事業年度末の払込資本（資本金+資本剰余金）の額が

10億円超の法人

③以下の要件すべてを充たす法人(※2)

・当該事業年度末の資本金が１億円以下の法人

・払込資本の額が50億円超の法人等の100％子法人等

・払込資本の額（公布日（令和6年6月30日）以後に資本剰余

金から配当を行った場合は配当相当の金額を加算）が2億円超

の法人

（次項へ)

※1：表1の改正後②に対する経過措置

駆け込みの減資による外形標準適用回避を排除するた

め、施行日以後最初に開始する事業年度（以下、最初

事業年度）については、上記にかかわらず、以下の要

件をすべて充たす法人は外形標準課税の対象となりま

す。(表2のⓐ、ⓑ)

・公布日を含む事業年度の前事業年度から最初事業年

度の前事業年度までのいずれかの事業年度が外形標準

課税の対象法人

・最初事業年度末の資本金が１億円以下の法人

・最初事業年度末の払込資本の額が10億円超の法人

ただし、以下の要件をすべて充たす法人は租税回避の

ために駆け込みの減資があったとはみなされず、外形

標準課税の対象とはなりません。(表2のⓒ)

・公布日を含む事業年度の前事業年度が外形標準課税

の対象法人

・公布日の前日の現況における資本金が1億円以下の

法人

・公布日以後に終了した各事業年度において外形標準

課税の対象外の法人
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会 計 税 務 ト ピ ッ ク

※2：表1の改正後③に対する(1)負担軽減措置及び(2)

特例措置

(1)負担軽減措置

表1③により、新たに外形標準課税の対象となる法人

については、外形標準課税対象外として計算した法人

事業税（比較法人事業税額）からの増額分について、

下記の通り、法人事業税の控除を受けられます。

・令和8年4月1日から令和9年3月31日までの間に開始

する事業年度

外形標準課税を適用して計算した法人事業税額が比較

法人事業税額を超える金額の3分の2に相当する金額

・令和9年4月1日から令和10年3月31日までの間に開

始する事業年度

外形標準課税を適用して計算した法人事業税額が比較

法人事業税額を超える金額の3分の1に相当する金額

(2)特例措置

産業競争力強化法の改正日から令和９年３月31日まで

の間に特別事業再編計画に基づいて行われるＭ＆Ａに

より100％子会社となった法人等については、上記に

かかわらず、５年間、外形標準課税の対象外となりま

す。

まとめ

今回の改正により、資本金の額が1億円以下であって

も外形標準課税が適用される場合がありますので、外

形標準課税の適用判定については、より一層の注意が

必要です。

税理士 権平 聡

（前項より)
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編 集 後 記

私たちASAグループの行動理念は、ISQと呼ばれるもの

です。Innovation、Speed、Quality、どれも業務上重

要な要素と理解しています。これらを実践でどこまで

意識し、実際の行動に投影できるかが重要です。どん

な局面でも柔軟な思考で、臨機応変にこれら行動理念

を体現できる組織が、本当の意味で強い組織ですし、

「当てはめる力」を持っているメンバーが多ければ、

それだけ臨機応変の対応ができるようになります。孫

子の兵法の一説で、「兵の形は水に象る（へいのかた

ちはみずにかたどる）」と言われるように柔軟で臨機

応変に動くことは勝利や成功につながります。8月で

ASAグループは創立25周年を迎えます。この行動理念

は創業後まもなく、創作されたものですが、さらに柔

軟な思考で次の四半世紀を進めていきたいと考えてい

ます。

Newsletter編集長 村田 淳
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